
【 港湾・水産 】

漁村整備事業
水産関係

（事業開始年度：令和３年度） －水産庁漁港漁場整備部防災漁村課－

事業の目的 ・ 水産業の持続的発展の基盤である漁村インフラを強靱化するとともに、漁業
概 要 集落及び漁港の環境整備を実施することで、水産業及び漁村の健全な発展を推

進する。

事業実施主体 地方公共団体等

対 象 事 業 等 １ 漁村整備事業
漁業集落排水施設整備、水産飲雑用水移設整備、漁業集落道整備、防災安
全施設整備、緑地・広場施設整備、用地整備、これらの整備に必要な調査
と計画

補 助 率 １／２等

県 内 事 例 １ 漁業集落排水施設整備事業 機能保全工事
日南市：富土漁港・夫婦浦漁港 （R３～５年度）

県 主 管 課 名 農政水産部 漁業管理課 電話番号 ３２－４４７８
漁港漁場整備室（漁港担当） 内線：２７６９
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【 港湾・水産 】

浜の活力再生・成長促進交付金
水産関係

（事業開始年度：平成２９年度） － 水産庁漁港漁場整備部防災漁村課 －

事業の目的 ・ 漁業所得の向上による浜の活性化を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な
概 要 実行を支援するため、浜プランに位置づけられた共同利用施設の整備、水産業

のスマート化の推進等の取組を支援する。

事業実施主体 地方公共団体、県漁連、漁協等

対 象 事 業 等 １ 資源増養殖目標
養殖施設、種苗生産施設等の整備

２ 経営構造改善目標
鮮度保持施設（製氷貯氷施設、冷凍冷蔵施設）、漁船保全施設、小規模漁
場施設等の整備

３ 加工流通構造改善目標
加工処理施設、海水処理施設等の整備

４ 漁港機能高度化目標
放置艇収容施設、係留施設等の整備

補 助 率 １／２等

県 内 事 例 １ 資源増養殖目標
宮崎県養鰻漁業生産組合 養殖施設 （令和元年度）
串間市漁業協同組合 養殖施設 （令和元年度）

２ 経営構造改善目標
日南市 小規模漁場施設 （平成 29年度）
宮崎県 水産情報高度利用施設 （平成 29年度）
南郷漁業協同組合 漁労作業軽労化機能整備（平成 29年度）
都農町 小規模漁場施設 （平成 30年度）
日南市 小規模漁場施設 （令和元年度）

県 主 管 課 名 農政水産部 漁業管理課 電話番号 ３２－４４７８
漁港漁場整備室（漁場担当） 内線：２７７１
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【 港湾・水産 】

地方創生港整備推進交付金事業

（事業開始年度：平成１７年度） － 内閣府 －

事業の目的 ・ 地域再生基盤強化交付金を活用することにより、地域再生計画に基づき、地
概 要 方港湾と第一種漁港及び第二種漁港の施設整備を効率的に整備することによ

り、地域の経済基盤の強化や生活環境整備を図る。

事業実施主体 地方公共団体

対 象 事 業 等 (１)地方港湾の港湾施設の整備
補 助 基 準 ①地方港湾において、水域施設、外郭施設、係留施設、臨港交通施設、港

湾公害防止施設、港湾環境整備施設、廃棄物処理施設、海洋性廃棄物処
理施設の整備

②離島において、駐車の用に供する交通機能用地の整備
③港湾関係補助金等交付規則実施要領についての港湾施設改良費統合補助

(２)第一種漁港及び第二種漁港の漁港施設の整備
①第一種漁港及び第一種漁港において、都道府県が定める外郭施設、係留
施設、水域施設、輸送施設、漁港施設用地、漁港浄化施設、廃油処理施
設、漁港環境整備施設の整備

②第一種漁港及び第一種漁港において、市町村が定める外郭施設、係留施
設、水域施設、輸送施設、漁港施設用地、漁港浄化施設、廃油処理施
設、漁港環境整備施設の整備

(３)調査指導監督費
①市町村が行う第一種漁港及び第二種漁港の漁港施設の整備に対する都道
府県の調査及び指導監督の事務に要する経費

補 助 率 (１)地方港湾の港湾の整備
①水域施設、外郭施設、係留施設又は臨港交通施設の建設又は改良の工事
については４/１０以内(離島においては、水域施設又は外郭施設の建設
又は改良の工事については８ /１０以内、係留施設又は臨港交通施設の
建設又は改良の工事については６/１０以内)

②港湾公害防止施設又は港湾環境整備施設の建設又は改良の工事について
は５/１０以内

③廃棄物埋立護岸又は海洋性廃棄物処理施設の建設又は改良の工事につい
ては１/３以内

④南海トラフ地震に係る地震防災対策の措置に関する特別措置法(平成１
４年法律第９２号)第１３条第１項に規定する津波避難施設対策緊急事
業(以下、「津波避難対策緊急事業」という。)として津波避難施設の整
備については２/３以内

⑤１から３までに規定されている以外の工事については１/３以内(離島に
おいては５/１０以内)
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(２)第一種漁港及び第二種漁港の漁港施設の整備
①１/２以内
ただし、離島においては、外殻施設又は水域施設の整備に要する経費に
ついては８ /１０以内、係留施設の整備に要する経費については６ /１０
以内、輸送施設又は漁港施設用地の整備に要する経費については５ .５/
１０以内

②津波避難対策緊急事業として整備される避難路その他の避難経路の整備
に要する経費については２/３以内

(３)調査指導監督費
１/２以内

県 内 事 例 ［完了した事業］
・延岡市：古江港(H２１)連携対象漁港：都農漁港、富田漁港
・日向市：平岩港(H１７～１９)連携対象漁港：都農漁港、富田漁港
・串間市：福島港(H１７～２０)連携対象漁港：本城漁港
・串間市：福島港(H２２～２３)連携対象漁港：都井漁港、市木漁港
・日向市：平岩港(H２３～２９)連携対象漁港：都農漁港、富田漁港
［継続事業］
・串間市：福島港(H２７～Ｒ１)連携対象漁港：都井漁港、市木漁港

県 主 管 課 名 県土整備部 港湾課 電話番号 ２６－７１９０
（港湾担当） 内線：３０１０
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